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1.は じ め に

本 稿 は,ア メ リカ の 弁 護 士 が どの よ う にICT(InformationandCo-

mmunicationTechnology)を 使 い こな して い るか を調 査す る た め に,モ

バ イ ル ・ロー ヤー の 実 像 を さ ま ざ ま な デ ー タ か ら描 き,そ れ を 検 討 す る こ

とを 目的 とす る。

ア メ リカ に お け る 弁護 士 連 合 会,ABA(AmericanBarAssociation)fU

は,1990年 以 降,会 員 で あ る弁 護 士 が コ ン ピ ュー タ と い ったICT機 器 を

どの よ う に使 って るか につ い て調 査 を行 って い る。 ア メ リカの 弁 護 士 の 実

態 を ・知る 上 で 大 変 興 味 深 い 資 料 で あ る 。2006年 の 調 査 報 告 書,"2006

LegalTechnologySurveyReport"`21で は,MobileLawyer(以 下,モ

バ イ ル ・ロ ー ヤ ー と表記)と い う言 葉 を使 って い る。 モ バ イル ・ロー ヤー

の 意 味 す る と こ ろ は 明確 で は な い が,弁 護 士 の 勤 務 す る法 律 事 務 所 外 で 移

動 体 通 信 機 器 を 用 い て 情 報 通 信 を 行 う弁 護 士,広 義 に は,ICTを 上 手 く

使 い こな して い る 弁護 士 と い った 意 味 で使 って い る。 本稿 もこれ に基 づ き,

モバ イル ・ロー ヤ ー とい う言 葉 で,こ の よ うな 弁 護 士 像 を描 くこ と とす る。

(11〈http://www.abanet.org/〉(lastvisitedNov.20,2006).

〔2)こ の 調 査 報 告 書 の 調 査 ・結 果 集 約 を 行 って い る の は,ABAの 組 織 で あ るABALegal

TechnologyResourceCenter〈http://www.abanet.org/tech/ltrc/〉(lastvisitedNov.20,

2006)で あ る 。ABAのWebStore〈http://www.abanet.org/abastore/index.cfm?sec-

tion=main&fm=Product.Search&type;pte&cid=150>1>(lastvisitedNov.20,2006)で 購

入"∫能 で あ る。 こ の 報 告 書 に つ い て の簡 単 な 解 説 は,LauraIkens,SurveySays!2004-2005

ABALegalTechnologySurveyHighlights,availableat<http://www.abanet.org/tech/

ltrc/publications/surveysays2004 _2005.htm1>;CatherineSandersReach,AnalNounthe

Litig¢tors:ACIoserLook¢ttheABAsTechSurvey,¢v¢il¢ble¢t〈http://www.abanet.

org/tech/lti℃/publications/litigators.html>(lastvisitedNov.20,2006)参 照 。
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ア メ リカの モバ イ ル ・ロ ー ヤ ー像 を探 る

2.ABAの 調査報告 書分析

2-1.調 査 報 告 書 の概 要

ABAは 弁護 士 のICT利 用 に つ い て 法 律 事 務 所 毎 に 調査 して お り,1990

年 以 降,弁 護 士 ・法 律 事 務 所 の技 術 ス タ ッフ ・事務 所経 営 者 か らの 情 報 を

対 象 と して き た が,2001年 よ り,調 査 は 弁 護 士 だ け を 対 象 とす る こ と し

て い る。 特 に,2006年 報 告 書 は,法 律 事 務 所 の規 模 に よ る 区 分 だ け で な

くテ ク ノ ロ ジー 別 に よ る 区分 が な さ れ て い る。 この 調 査報 告 書 は,ユ ー ザ

環 境 も し くは テ ク ノ ロ ジー 利 用 の 分 野 別 に 注 目 して,(D法 律 事 務 所 テ ク

ノ ロ ジ ー,(2)訴 訟 と法 廷 テ ク ノ ロ ジー,(3)ウ ェブ 及 び コ ミュニ ケ ー シ ョ

ン ・テ ク ノ ロ ジー,(4)オ ン ラ イ ン調 査 研 究,(5)モ バ イ ル ・ロー ヤ ー の5

巻 で 出版 され て い る。 本 稿 は,最 後 の 「モバ イ ル ・ロ ー ヤ ー」 を 中心 に 分

析 を行 って い る。

さ らに,こ の 「モ バ イル ・ロー ヤ ー」 報 告 書 を基 に,法 律 事 務 所 規 模,

ICT専 門 の 職 員,ICT関 連 投 資,ICT機 器 導 入 状 況,テ ク ノ ロ ジー ・ ト

レーニ ン グ とサ ポ ー ト,テ ク ノ ロ ジー 情 報,モ バ イ ル ・ロ ー ヤ ー像 につ い

て,項 を改 め分 析 す る こ と とす る。

2-2.報 告 書 の 内容

2-2-1.法 律 事 務 所 規 模

ア メ リカ の 法 律 事 務 所 と い う とBaker&Mckenzie(弁 護 士 数3,400

人)1;ilと かSullivan&Cromwell(弁 護 士 数600人)q1と い っ た 大 規 模

LawFirm(法 律 事 務 所)を 連 想 す るが,実 態 は小 規 模 の法 律 事 務 所 が 意

(3)<http://www.bakernet.com/>GastvisitedNov.20,2006).

141<http://www.sullcrom.com/Home.aspx>(lastVISItfdNov.20,2006).
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外 に 多 い。ABAの 報 告 書 は,

法 律 事 務 所 の 規 模 別 集 計 を 行 っ

て い る。 そ の 実 態 は右 図1円 グ

ラ フの よ う に,23%が 弁 護 士一

人 しか い な い個 人 弁 護 士 事 務 所

(Soloと 呼 ぶ)で あ り,27%が

弁 護 士 数2～9人 の 小 規 模 法 律

事 務 所 で,20%が 弁 護 士 数

10～49人 の 弁 護 士 事 務 所,7%

が 弁 護 士 数50～99人 の 弁 護 士

事務 所,23%が 弁 護L数100以

1:の大 規 模 弁 護1:事 務 所 とい う構 成 に な って い る。

回 答 者 で あ る 弁護1:の 年 齢 は,34%が50～59歳,22%が40～49歳,18

%が60～69歳,17%が30～39歳,5%が70歳 以 上 で,回 答 者 の 平 均 年 齢

は51歳 で あ っ た。 また,弁 護 一t.の男 女 比 は,7対3で,そ れ は あ らゆ る

規 模 の 法 律 事 務 所 で も同 じで あ る と して い る。2006年 のll」1答者 で は,全

体 の70%は 男 性 で あ った が,40歳 未 満 の 回答 者 で は 男性 は51%だ け で あ っ

た。 男性 の 回 答 者 は 年 齢 区 分 と共 に増 加 し,40～49歳 で は回 答 者 の64%,

50～59歳 で は74%,60歳 以 ヒで は89%が 男 性 で あ っ た。 これ は法 律 事 務

所 の 雇 用 にお け る男 女 平等 を意 識 して の こ と で あ ろ うが,女 性 弁 護 士 の台

頭 は比 較 的 最 近 の こ とで あ るか ら,年 老 い た 男性 弁 護 士 と若 い 女性 弁 護 士

が 多 い と い う像 が 浮 か び 上 が って くる。

な お,ア メ リカ の大 規 模 法 律 事務 所 が 世 界 の 中 で どの よ うな位 置 づ け に

あ るか は,次 頁 の表1を 参照 して い た だ き た い。 収 入 別 ラ ンキ ング の トッ

プ25の ほ とん どは ア メ リカの 法 律 事 務所 が 占あ て い る。
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ア メ リカ の モ バ イル ・ロー ヤ ー 像 を 探 る

表1世 界 の 法 律 事 務 所 ラ ンキ ングTheLawyerGlobal100-1-25(5)

Rank Firm Turnove(£N(1 PEP1£K) Country Profit(£h1) Margin(%1

1 CliffordChance 1,030.20 810 UK 309.6 30

2 Linklaters 935.2 1,063 UK 375.3 40

3 SkaddenARPSSIateMeagher&Flom
..

1,049 US 395.6 45

4 FreshfieldsBruckhausDeringer
..

830 UK 432.3 49

5 Latham&Watkins 776.1 879 US 356.9 46

6 Baker&Mckenzie 742.9 418 US 251 34

7 Allen&Overy 736.3 788 UK 269.7 37

8 JonesDay 706 396 US 191.1 27

9 SidleyAustin 617.6 679 US 209.7 34

10 White&Case 574.7 681 US 184 32

11 WeilGotshal&Manges 558.5 1,005 US 198 35

12 MayerBrownRowe&Maw 538.5 525 US 224 42

13 Kirkland&Ellis 533 1,165 US 224 42

14 DLAPiper(US) 489.3 549 US 137 28

15 Sullivan&Cromwell 480.8 1,324 US 209 44

16 GreenbergTraurig 472.8 599 US 148 31

17 Shearman&Sterling
..

761 US 145 32

18 WilmerHale 447.8 503 US 163 36

19 O'Melveny&Myers 444 887 US 193 44

20 MorganLewis&Bockius 442 549 US 137 31

21 McdermottWill&Emery 439.3 703 US 203 46

22 ClearyGottliebSteen&Hamilton 417.6 1,077 US 183 44

23 GibsonDunn&Crutcher 409.9 898 US 227 55

24 SimpsonThacher&Bartlett 399.5 1,302 US 202 51

25 Lovells 396.2 571 UK 133 33

15)<http://www.thelawyer.com/globa1100/2006/tb_1-25.htm1>(lastvisitedNov.20,2006).

日本の法律事務所 は,規 模や収 益力において も世界 レベ ルには追い付いて いない。特 に収益

を尺度 と したラ ンキ ングで は,世 界で100位 以内 に入 る 日本 の法律事務所 は皆無 である。 世

界経済 における 日本経済の大 きさを考える と,こ の低 ラ ンクは憂慮すべ きものである。 つ ま

り世界の法市場は,殆 どアメ リカとイギ リスの法律 事務所で握 られているということになる。
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2-2-2.ICT専 門 の 職 員

2006年 以 前 の 調 査 で も同 様 で あ った が,回 答 者 の41%は,自 らの 法 律

事 務 所 に は,技 術 専 門 職 員(lnternaltechnicalsuportstaff)が い な い

と答 え て い る。 一 方 で,回 答 者 の17%は 技 術 専 門 職 員 が1人 い て,8%に

は2人 の 技 術 専 門 職 員,9%は3～4人 の技 術 専 門職 員,29%は5人 以 上 技

術 専 門 職 員 が い る と回 答 して い る。

法 律 事 務 所 規 模 別 で 見 て み る と,弁 護 士数10～49人 規 模 の 法 律 事 務 所

の22%は,全 く技 術 専 門 職 員 を か か え て お らず,30%が1人 の 技 術 専 門

職 員 を 持 って い る。 弁 護 士数50～99人 規 模 の 法 律 事 務所 で の 回 答 者 の30

パ ー セ ン トは,3～4人 の 技 術 専 門 職 員 が いて,38%は,5～9人 の 技 術 専

門職 員 が い る。 弁護 士 数100人 以 上 の 法 律 事 務 所 の約3分 の1(31%)は,

10～24人 の 技 術 専 門 職 員 を か か え て い る。

2-2-3.ICT関 連投資

大規模法律事務所 ほどICTに 対して投資を しており,専 門のスタッフ

を揃えている。回答者の60%の 法律事務所がテクノロジー向けの予算を

組んでお り,こ の予算額は法律事務所の規模 と関連 している。個人開業弁

護上の中では35%し かテクノロジー向けの予算を組んでいないが,一 方,

弁護士100人 以kの 規模の法律事務所では85%以 上が,自 らの法律事務

所がテクノロジー向けの予算を組んでいるとしている。

2-2-4.ICT機 器 導 入 状 況

ほ とん どの 法 律 事 務 所 内 で コ ン ピ ュー タネ ッ トワー クが使 わ れ て い る。

モ バ イル ・ロ ー ヤ ー と して用 い る機 器 は ノ ー トパ ソ コ ンが 中心 で あ る。

イ ン ター ネ ッ トや メー ル を使 うに は,法 律 事 務 所 内の デ ス ク トップ ・パ ソ

コ ンを 使 う。 これ が 大 規 模 法 律 事 務 所 ほ ど,ノ ー トパ ソ コ ンを 使 うよ う に

な る。
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ア メ リカの モ バ イ ル ・ロ ー ヤ ー像 を探 る

個人法律事務所の

30%が,こ れからの

12ヶ月以内にノー ト

パソコンを購入す る

予定であり,38%は

購入する予定はない

としている。小規模

法 律事 務所(2～9

人の弁護士)の 回答

者 の28%が,来 年

内 に 新 しい ノー トパ ソ コ ン を購 入 す る計 画 を持 って い る。 全 体 で は,回 答

者 の 法 律 事 務 所 の25%が これ か らの6ヶ 月 以 内 に 新 しい ノ ー トパ ソ コ ン

を購 入 す る こ とを 計 画 して い る。

回 答 者 の23%が,こ れ か らの6ヶ 月 以 内 にPDA(PersonalDigital

Assistants)t6),ス マ ー トフ ォ ソ 了',ブ ラ ッ クベ リfH)の いず れ か を 法 律 事

務 所 が購 入 す る予 定 で あ る と して お り,こ れ は 昨 年 の統 計 デ ー タに 比 べ て

15%の 増 加 と され る。 個 人 法 律 事 務 所 と小 規 模 法 律 事 務 所 の 回 答者 の4分

(61Personaldigitalassistants(PDAs)<http://en.wikipedia.org/wiki/Personaldigital _

assistant>(lastvisitedNov.20,2006).

(7)ス マ ー トフ ォ ンと は,端 末 に大 き め の カ ラ ー デ ィ ス プ レイ を 備 え,音 声 通 話 の機 能 以 外 に

イ ンタ ー ネ ッ トコ ン テ ン ツを 閲 覧 した り メー ル を送 った り,メ ッセ ン ジ ャー機 能 と い った ネ ッ

トワー ク コ ン ピュ ー タ ー 的 な機 能 を利 用 で き る携 帯 電 話 の こ と。 また,今 ま で の電 話 機 に は

な か っ た電 子マ ネ ー機 能 や ス ケ ジ ュー ル管 理,メ モ機 能 な ど,PDAが 持 つ よ う な機 能 を 備

え,さ ら に イ ンテ リジ ェ ン ト化 した も の を 指 し て 言 う場 合 もあ る。<http://k-tai.impress.

co.jp/cda/article/keyword/9289.htm1>;<http://en.wikipedia.org/wiki/Smartphone>

(lastvisitedNov.20,2006).

(8)ResearchInMotion祉 の 携 帯 端 末 の 商 品 名 。<http://en.wikipedia.org/wiki/

BlackBerry>(lastvisitedNov.20,2006).
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の1が,こ れ か ら の

12ヶ 月 内 に そ れ らの機

器 を購 入 す る 予定 と回

答 し て お り,こ れ は

2004～2005年 に 比 べ

る と,そ れ ぞ れ12%

と17%の 上昇 で あ る。

ま た個 人 法 律 事 務 所 の

半 数 と小 規 模 法 律 事 務

所 の 回 答 者 の42%は,

PDA,ス マ ー トフ ォ

ン また は ブ ラ ックベ リー の いず れ も購 入 す る 予定 は無 い と回 答 して い る。

こ れ ま で 過 去 の 調 査 に お い て は,ハ ン ドヘ ル ド ・コ ン ピ ュ ー タ とか

PDAを 最 後 に購 入 した の は いつ か と尋 ね て き た が,今 回 の 回 答 者 に は,

ブ ラ ッ クベ リー,ス マ ー トフ ォ ン,PDAな ど を 自 らの 法 律 事 務 所 が最 後

に購 入 した の は い つ か と尋 ね て い る。 総 じて,2004～2005年 の 調 査 で は

23%,2003年 の 調 査

で は21%,2002年 の

調 査 で は19%で あ っ

た の に 対 し,回 答 者 の

35%が,自 らの 法 律 事

務 所 が 過 去6ヶ 月 内 に

これ らの 機 器 の いず れ

か を 購 入 した と回 答 し

て い る。 これ ま で そ の

よ うな機 器 を購 入 した

こ とが な い と回答 した

一8一



ア メ リカの モ バ イ ル ・ロ ー ヤ ー 像 を探 る

個 人法 律 事 務 所 の 数 は,以 前 の 調 査 時 の56%か ら48%へ と下 落 して い る。

大 規 模 法 律 事 務 所 は,過 去6ヶ 月 内 にPDA,ス マ ー トフ ォ ン,ブ ラ ッ ク

ベ リー の い ず れ か を 購 入 して お り,弁 護 士 数50～99人 規 模 の 法 律 事 務 所

で は56%,弁 護 士 数100人 以Lの 法 律 事 務 所 で は60%が いず れ か を 購 入

した と 回答 して い る。

2-2-5.テ ク ノ ロ ジ ー ・ トレー ニ ン グと サ ポ ー ト

回 答 者 の 多 くは,事 務 所 内 の 技 術 職 員(lnternaltechnicalsupport

staff)か ら学 ぶ の が 効 率 的 で あ る と答 え て い る。 全 体 と して,回 答 者 は,

コ ン ピュ ー タ に 関連 す る 問題 を 解 決 す る と きの 技 術 サ ポー トに は,事 務 所

内 の 技 術 専門職 員 に頼 って い る(52%)。 次 い で,コ ンサ ル タ ン ト(43%),

製 品 技 術 販 売 者 に よ る電 話 も し くは 電 子 メ ー ル に よ る サ ポ ー ト(39%),

販 売 者 が 提 供 す る ウ ェ ブ ・サ ポ ー ト(36%),事 務 所 内 部 の 技 術 専 門 で な

い ス タ ッ フの サ ポ ー ト(30%),コ ン ピ ュー タ ・ソフ トウ ェ ア に 附 属 す る

印 刷 物(25%)で あ った。 こ の 中 で,回 答 者 が 最 もよ く頼 って い る もの は

どの タ イ プの サ ポ ー トか と尋 ね た とき,回 答 者 は 再 度,事 務 所 内 の 技 術 専

門職 員(45%)と 答 え て い る の が特 徴 的 で あ る。

しか しな が ら,事 務 所 の規 模 別 で 見 て み る と,個 人 法 律 事 務 所 は,一 般

に 事 務 所 内 に技 術 サ ポ ー トを持 っ て お らず,製 品 を 勧 め て くれ た コ ンサ ル

タ ン ト(28%)に 最 も頼 って お り,製 品販 売 者 の電 話 ま た は 電 子 メー ル ・

サ ポ ー ト(27%),製 品 販 売 者 が 提 供す る ウ ェ ブ ・サ ポ ー ト(16%)と な っ

て い る。 小 規 模 法 律 事務 所 の 回 答 者 は,コ ンサ ル タ ン ト(47%),事 務 所

内 の 技 術 ス タ ッ フ も し くは 技 術 専 門 で な い専 門 職 員(そ れ ぞ れ16%)を

利 用 して い る よ うで あ る。 事 務 所 の規 模 が大 き くな る に つ れ,当 然 の こ と

と して 技 術 専 門 ス タ ッ フ に頼 る こ と とな り,弁 護 士50～99人 の 法 律 事 務

所 で は 回 答 者 の92%,弁 護 士100人 以 上 の法 律事 務 所 で は95%が,最 も

事 務 所 内 の 技 術 専門 職 員 に頼 っ て い る と 回答 して い る。
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2-2-6.テ ク ノ ロ ジー 情 報

報 告書 に依 れ ば,最 新 の技 術 情 報 は,弁 護 士会 の ホームペー ジか ら入 手 し

てい ると多 くが 回答 している。 回 答 者が,法 的 テ クノロジーについての情 報 源

トップ5と す る ものは,印 刷 物(73%),ウ ェブサ イ ト(59%),同 僚(50%),

事 務 職 員(38%),知 識 習 得 目的 の会 議 等(33%)で あ る と して い る。

印刷 物 の 中 で,も っ と も利用 され て い るの は,ABAジ ャー ナ ル(52%),

州 お よ び地 方 の 弁 護 士 会 に よ る定 期 刊 行 物(31%),ABAのLawPrac-

tice(17%)と 答 え て い る。 回 答 者 の 約5分 の1が,州 お よ び地 方 の 弁 護

上会 ウ ェブ サ イ トか ら,法 的 テ ク ノ ロ ジー に つ い て の 情 報 を 得 て お り(19

%),ま た一一方,17%がABAの ウ ェブ サ イ ト上 の 弁 護 士実 務 管 理 セ ク シ ョ

ンを使 って お り,13%がABAの サ イ トの 実 務 一 般,個 人小 規 模 事 務 所 向

け ウ ェブ サ イ トの法 的 テ ク ノ ロ ジー情 報 を 利 用 して い る と答 え て い る。

しか し,回 答 者 の ほ とん

ど半 数(47%)が,テ ク ノ

ロジー情報 を得 る ことにウ ェ

ブ サ イ トを使 わ な い と も答

え て い る。 掲 示 板 に よ る議

論 は余 り一 般 化 して お らず,

回 答 者 の77%が オ ン ラ イ

ンの デ ィス カ ッシ ョ ン ・グ

ル ー プや メー リ ング リス ト

な どを 使 って い な い と答 え

て い る。 こ れ は か な り,

2004～2005の 調 査 数 字92

%か ら下 が って い る と され

るQ

図5テ クノロジー情報 をどこか ら得て いるか
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ア メ リカ の モ バ イ ル ・ロー ヤ ー 像 を 探 る

2-2-7.

モ バ イ ル ・ロー ヤ ー の

仕 事場 は 事 務 所 以 外 で は

自宅 で あ る。 事 務 所 外 で

コ ン ピ ュー タを 使 う弁 護

士 は83.4%に も及 ぶ 。

ま た,法 廷 内 で ノー トパ

ソ コ ンを使 う弁 護 士 は 殆

どいな い。 モバイル ・ロー

ヤ ー が使 うの は,自 宅,

ク ラ イ ア ン トの 事 務所,

モ バ イ ル ・ ロ ー ヤ ー

相手側弁護士 もしくは弁護団員弁護士の事務所,法 廷,空 港,ホ テル,移

動中であるが,最 もよ く使うのは自宅であ り,そ の次はホテル,空 港と続

いている。

2-3.日 本との関連付け

今後アメリカにおけるモバイル ・ローヤーの動向がどのようになるかに

ついては幾つかの傾向が予想可能であるが,こ こでは,日 本の弁護士との

関連について,こ の報告書から読み取 り得る点を検討 してみたい。

アメリカの弁護士像の トレンドが日本の弁護士像の未来を予想させるも

のであることは容易に理解できる。なぜならば,日 本の司法制度改革が,

アメリカ型の法化社会を範とし,法 科大学院制度のように,ア メリカ型の

弁護士養成手法を導入 したからである。 この考えに立てば以下のような予

測が可能である。
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2-3-1.弁 護士事務所の大規模化

司法制度改革の一環 として,ア メリカ型の法曹養成手法を導入し,弁 護

L数 を大量に増やす という法曹養成政策からは,当 然のこととして,弁 護

L市 場での飽和が予想できる。その結果,弁 護士間競争が活発になり,事

務効率化のために法律事務所の集約化が始まり,結 果として法律事務所の

大規模化が始まると予想できる。 ここで求められるのは,他 に秀でた能力

をもった弁護上であり,仕 事がより効率的に処理できる法律事務所である。

2-3-2.ICTに 強 い パ ラ リー ガ ル

ア メ リカ の 法 律 事 務 所 に お け るICTニ ー ズの 高 ま りに示 され る よ うに,

今 後 も大 規 模 法 律 事 務 所 が 増 え れ ば,当 然 の こ と と してICTに 強 い パ ラ

リー ガル が必 要 と な る。 弁 護 士 自身 が常 に最 先端 のICT情 報 を身 に つ け

て,ICTを 活 用 して い くこ とに は そ れ な りの 意 味 は あ る が,し か し,ICT

機 器 の 発達 が非 常 に 高 度 にな って くる と,も はや 法 律 の 専 門 家 と して の 弁

護 士 の役 割 分 担 を 超 え た能 力 を 要求 され る場 面が 出て くる。 そ の ため に も,

ICTに 強 い パ ラ リー ガ ル の 出現 が 不 可欠 と な り,安 定 して そ の よ うな 人

材 を 生 み 出 す 場 が 必 要 とな ろ う。

2-3-3.も っとICTに 投資を

アメリカの法律事務所においては,大 規模法律事務所ほど多額の投資を

ICTに 行っている。 これは日本でも同様 とな り,今 後 も大規模法律事務

所は,更 なるICT投 資が必要 となる。世界の弁護士市場はアメリカやイ

ギ リスの法律事務所によって占められているが,今 後 日本の法律事務所が,

日本経済の実力に見合った地位を占あるようになるたあにも,そ して司法

制度後進国とならないためにも投資が必要である。
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ア メ リカ の モ バ イル ・ロー ヤ ー 像 を 探 る

2-3-4.ノ ー トパ ソ コ ンを 携 帯 す る

これ か らの 弁 護 士 は,ノ ー トパ ソコ ンを常 に持 ち 歩 い て,ど こで も仕 事

をす る こ とが 求 め られ る。 モ バ イル 環 境 の 充実 と今 後 の 発 展 か ら考 え れ ば,

弁護 士 が 事 務 所 内 で す べ て の 仕 事が で き る わ け で は な く,さ ま ざま な 場 所

へ の 移動 中,お よび 移 動 先 で,仕 事 が で き る こ とは 不 可 欠 とな る。 一 般 ビ

ジネ ス マ ンに は 当然 の 姿 とな って い る の で あ る か ら,こ れ か らの 弁 護 士 に

必 ず や求 め られ る姿 で あ る。 特 に,弁 護 士一 人 だ け の法 律事 務 所 で は,弁

護 士一 人 が こな す べ き仕 事 が 多岐 に わ た り,で き る だ け 事 務 効 率 を1_.げ る

た め に も,ノ ー トパ ソ コ ン を携 帯 す る こ とが必 要 とな る。 軽 量 で 可 搬 性 に

富 むPDAな どの モバ イ ル専 用 端 末 は,法 文 書 作 成 の よ う な用 途 に は 適 さ

な い ので,や は りキ ー ボ ー ド付 きの ノー トパ ソ コ ンの携 行 が 必 要 とな ろ う。

2-3-5.法 科大学院レベルでもICT教 育を

法 曹養成教育機関である法科大学院にも,ICT教 育を行う場 としての

役割が求められる。法科大学院 レベルでも正規科 目として,法 律学に特化

したICT教 育を充実させる必要がある。実務家となる前段階の教育の場

として,法 科大学院の果たすべき役割は大きい「%

2-3-6.弁 護 士 会 は,も っ とICTを

日本 の 弁 護 士 会 は,弁 護 士 会 員 向 け に も っ とICT情 報 を 提 供 す る必 要

が あ る。 ア メ リカ の 弁 護 士 会 の ウ ェ ブサ イ ト(州 と地 方 レベ ル で)お よ び

そ の 機 関 誌 は,ICT情 報 を常 に発 信 し続 け て お り,会 員 で あ る 弁 護 上 も

(9)伊 藤 博 文 「法 科 大学 院 教 育 に お け る ノー トパ ソ コ ンの 活 用 一愛 知 大学 法 科 大 学 院 に お け る

取 り組 み 一 」愛 知 大学 法学 部 法 経 論 集 第168}}61頁(2005年),¢uai.lableα`〈http://cals.

aichi-u.ac.jp/products/articles/UsingLaptoplnLSE.pdf>(1astvisitedNov.20,2006)。 ア

メ リカ の ロー ・ス ク ー ル で この よ う な教 育 が 行 わ れ て い るわ け で は な い が,必 要 な の は 明 白

で あ る。 い ず れ ア メ リカ で も この よ うな 教 育が 行 わ れ る と思 わ れ る。
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これを重要な情報源にしてい

る(右 図7参 照)。 この状況

は,今 後日本の弁護士会に求

め られる役割と考え られる。

弁護士会が果たせる役割はもっ

と大きいと予想できる。

2-3-7.リ カ レ ン ト教 育

め ま ぐる し く変 化 す るICT

情 報 を正 確 に把 握 し実 務 に役

立 た せ る た あ に は,何 年 も弁

護 士 を務 めて き たベ テ ラ ン会

1:

1:

1:
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図7テ クノロジー情報 を得るための

ウ ェブサイ ト・トップ5
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員にも教育および再教育の場を設けなければならない。よって,弁 護士会

が,実 務でICTを 活用できるような リカレン ト教育を行う場をもっと積

極的に設けるべきである。そのような場が設けにくい場合は,法 科大学院

との協働により,リ カレント教育を充実させることも考えられる。

2-3-8.弁 護士向けのICT市 場

弁護士向けのICT市 場は今後 も規模を拡大すると予想できる。法律事

務所のICT普 及,そ してオンラインデータベース活用の広がりにともな

い,弁 護士向けのICT市 場は規模を増すことは当然であろう。市場規模

の拡大に伴い,新 たな弁護士向け製品の開発などが行われ,さ らに拡大す

ることが予想 される。

以 上 の 予 測 か ら も,ICTを 駆 使 で き る モ バ イ ル ・ロ ー ヤ ー が 今 後 更 に

一 層 必 要 と な り
,そ れ に対 応 した環 境 整 備 が 不 可欠 で あ る こ とが 理 解 で き

る。
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ア メ リカ の モ バ イ ル ・ロー ヤ ー 像 を 探 る

3.モ バ イ ル ・ロ ー ヤ ー 像

モ バ イ ル ・ロ ー ヤ ー とは,上 述 した よ う に,弁 護 士 事 務 所 外 でICT機

器 を 使 い こ な して い る弁 護 士 を指 して い る。 しか し,そ の実 情 はABAの

報 告 書 か ら垣 間 見 られ る よ うに,最 先 端 技 術 を 駆 使 して 弁 護 士 実 務 に役 立

て て い る者 か ら単 に携 帯 電 話 を 仕事 に使 って い る程度 の者 まで 多岐 にわ た っ

て い る こ とが 分 か る。 こ こ で は,用 語 と して モ バ イル(Mobile)を,ICT

機 器 を使 い こな す こ と と広義 に捉 え,そ の モ バ イ ル の意 味 を紹 介 しな が ら,

弁 護 士 がICTを 使 い こ な す,つ ま りモ バ イル ・ロー ヤ ー像 と は ど の よ う

な もの な の か述 べ て み た い 。

3-1.ICTを 使 い こ なす

ICT機 器,特 に パ ー ソナ ル ・コ ン ピ ュ ー タ の 進 化 に め ざ ま しい も の が

あ る。 な か で も,ノ ー トパ ソ コ ンの小 型 化 ・軽 量 化 ・可 搬 能 力 向 上 と い う

方 向 で の 技 術 的 発 展 に は め ざ ま し い も の が あ る 。 ま た 一 方 で,PDA

(PersonalDigitalAssistants)と い っ た 機 器 に代 表 さ れ る よ う に ポ ケ ッ

トに入 る 小 型 コ ン ピュー タ と い うべ き もの が,か な り ビ ジ ネ スの 世 界 で は

普及 して き て い る。 ビジネ ス ・ロー ヤ ー と して,ビ ジネ ス マ ン との 接 点 が

多 い弁 護 士 に は,ス ケ ジ ュ ー リン グ(予 定 管 理),プ レゼ ンテ ー シ ョ ン,

電 子 メ ー ル,ウ ェブ ・ア クセ スな どの 情 報 通 信 が 不 可 欠 で あ る。 特 に 事 務

所 内 に留 ま って デ ス ク ワー ク環 境 で 仕 事 を す る こ とが 希 な弁 護 士 に は,移

動 の 時 間 中 に こ れ らの 作 業 を こな せ る こ と は,仕 事の 効 率 性 か ら も大 き な

メ リ ッ トと な る。

3-2.モ バ イ ル の 二 極 化

目的 地 へ の 移 動 中 に情 報 源 に ア クセ ス す る とい うモ バ イル ・ア クセ スの
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利 用 に 関 して は,大 き く 一二極 化 して い る と さ れ る。1つ は,メ ー ル だ け を

閲 覧 す るた め に携 帯 電 話 を 使 う と い った 利 用 方 法 で あ り,も う1つ は,さ

ま ざ まな 情 報 源 や コ ンテ ンツ を屋 外 か らア クセ ス利 用 す るた め に ノー トパ

ソ コ ンを利 用 す る場 合 で あ る"㌔

前 者 は,外 出先 で は電 子 メー ル の チ ェ ッ クの み を行 い,文 書 作 成 な どの

作 業 は事 務 所 で行 う とい う利用 方法 で あ る。 法 律 事務 所 宛 に送 られ る メー

ル を携 帯 電 話 に転 送 設定 して お き,逐 次 メー ル を チ ェ ッ クす る 方法 で,緊

急 を 要 す る メー ル だ け に 簡 単 な 文 面 で携 帯 メー ル で返 事 を 書 くの で あ る。

ICT機 器 を シ ン プ ル に使 い こ な そ うす る 方 向 で あ る。 後 者 は,移 動 先 で

も 事務 所 内 で も同 じノー トパ ソ コ ンを 使 い,外 出時 も ノー トパ ソ コ ンを 使

い,ど こで も仕 事 を こ な して しま う と い う利 用 方 法 で あ る。 常 に,ノ ー ト

パ ソ コ ン機 材 一 式 を持 ち運 ぷ と い う手 間 はか か るが,事 務 所 と い う場 所 的

制 約 に縛 られず に ど こで も仕事 が で き る とい う メ リ ッ トが あ る。 この 場 合,

ノー トパ ソコ ンは 単 な る タイ プ ラ イ タ代 わ りで は な く,事 務 所 の サ ー バ ー

と連 携 して情 報 管理 が で き る とい う環 境,そ して ネ ッ トワー ク接 続 が で き

な くて も最 小 限 の 文 書 作 成 な どが で き るデ ー タが ノー トパ ソ コ ンに イ ンス

トー ル され て い る必 要 が あ る。 よ り高度 なICTス キル を 持 ちな が ら,ICT

機 器 を 高 度 に活 用 し弁 護 士 業 務 に役 立 て よ う とす る方 法 で あ る。 この ノー

トパ ソ コ ン携 帯 に と って の マ イ ナ ス要 因 は,個 人 情 報 保 護 に代 表 され る情

報 漏 洩 と い った セ キ ュ リテ ィ問 題 で あ る。 一 部 の 企 業 で は ノー トパ ソ コ ン

を 社 外 に持 ち 出す こ とを禁 じて情 報 漏 洩 対 策 を行 って お り,個 人 情 報 を扱

う弁 護 士 に と って も この 問題 は 重大 で あ る。 セ キ ュ リテ ィ問題 は 今後 の 重

要 課題 と され よ う。

この二 極 化 の な か で,こ れ か らの モバ イル ・ロー ヤ ーの 進 む べ き 方向 は,

(10)<http://www.keyman.or.jp/3w/prd/39/30001434/?vos;nkeyadww10001854>

(lastvisitedNov.20,2006).
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弁護士自身のICTス キルに大きく依存するが,や はりノー トパソコンを

持ち歩き,移 動先でもどこでも仕事を行う弁護士像であろう。 これが最 も

効率的な業務形態 となると考えられるのである。

3-3.モ バ イ ル環 境 整 備 の 必要 性

モバ イ ル機 器 を使 い こな して 仕 事 を しよ う と して も,ま だ ま だ イ ンフ ラ

が 整 って い な い とい うの が現 状 で あ る。 未 だ モ バ イル 環 境 が 未成 熟 で あ る

こ と は 否 め な い。 これ は 日本 に 限 った こ とで はな く,ア メ リカ で も同 じよ

うな 状 況 で あ る。

第1に,モ バ イ ル 機 器 の 代 表 で あ るPDA(PersonalDigitalAssis-

tants)が 大 き く進 化 した と 言 って もPDAの 多 くは,タ ッ チペ ン程 度 の

操 作 機 能 しか な く,ノ ー トパ ソ コ ンの よ うにQWERTYキ ー ボ ー ドを 両

手で 使 いな が ら文 書作 成 す る とい った 使 い 方 か らす れ ば,使 い物 に な らな

い もの が 多 い。 電 池 寿 命 も十 分 で は

な く,た びた び 充電 が 必 要 と な る の

は煩 雑 で あ るql】。

第2に,携 帯 電 話 の 進 化 につ い て

も同様 で あ る。 携 帯 電 話 の 進 化 の方

向 は,あ く まで も電 話 機 能 を主 眼 と

して お か れ て い る。 よ って 携 帯 電 話

で行 え る メー ル通 信 に は,文 字 数 制

限 が あ った り,テ ンキ ー を 使 った 文
S卜IARY社 製pDA,WSOO31i

Ill)写 真 は 筆 者 が 使 用 して い るSHARP社 製PDA,WSOO3Hで あ る。 このPDAの 特 長 は,

PHSと して の 携 帯 電 話,イ ン ター ネ ッ トア クセ ス,無 線LANと い っ た機 能 お よ びQwERTY

キー ボ ー ドを備 え て い る 点 で あ る。 しか し,こ の 程 度 のQWERTYキ ー ボ ー ドで は タ ッチ タ イ

ピ ン グは 無理 で あ り,素il↓ い 文字 入 力 はで きな い。 ブ ラ ウザ と して はOPERAを 使 って お り,

写 真 は,裁 判 所 の ホ ー ムペ ー ジ<http://www.courts.go.jp>をIllし て い る と ころ。
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字 入力 の た あ,変 換 速 度 が遅 く,文 書 作 成 に は 使 え な い。

第3に,ネ ッ トワー ク環 境 整 備 が不 十 分 で あ る。 日本 の どこで もイ ンター

ネ ッ トに 接続 で い る とい うユ ビキ タ スな 社 会 の 実 現 には,ま だ 超 え な けれ

ば な らな い ハ ー ドル が 多 い 。 モ バ イル 環 境 に と って,ネ ッ トワー ク環 境 が

無 くて は仕事 にな らな いが,場 所 の移 動 中 に ア クセ ス で き る通 信 環 境 は整 っ

て い な い 。 携 帯 電 話 環 境 の 進 ん で い る 日本 にお いて も,通 信 環 境 の 成 熟 度

は 十分 と は言 え ない。 た とえ ば,携 帯 電 話 を使 えば ウ ェブ ・ブ ラウ ズ,メ ー

ル が 使 え る とい って も,通 話 可 能 地 域 に は,離 島や 山間 部 な ど は含 まれ て

お らず,弁 護 士 が 事 件 現 場 に 出向 いて も通 話 で き な い こ と は問 題 で あ る。

また,通 信 で き る とい って も,現 在 主 流 の3G携 帯 電 話q2で は,通 信 速 度

が 遅 くデ ー タ通 信 と い う面 で は メ ー ル送 受 信 程 度 に しか 使 えず,ブ ロー ド

バ ン ド上 で の ウ ェブ ・ア クセ ス と い った本 格 的 な イ ンタ ー ネ ッ ト利 用 と し

て は使 い もの に な らな い。 そ して,多 くの モ バ イ ル ・ユ ー ザ ー が利 用 す る

PHSに よ る通 信 で も同 様 で あ る。 料 金 定 額 に よ る コ ス ト面 の メ リ ッ トは

あ って も,通 信 速 度 が128Kbps程 度 で とて もブ ロー ドバ ン ドに は及 ば な

い。 また,携 帯 電 話 に よ る通 信 で は384Kbps程 度 の 通 信 速 度 は 確 保 で き

るが,パ ケ ッ ト料 金 が 高額 で とて も 自由 に使 え る金額 で は な い。 次 世 代 の

モ バ イ ル は無 線LANを 使 った携 帯 電 話 規 格(4G)(la1で あ る と予想 され る

が,無 線LANも 思 う よ う に普 及 して お らず,今 後 の 検 討 課 題 で あ る。

政 府(総 務 省)の 目指 すu-Japan計 画q41,つ ま りユ ビキ タ ス ・ネ ッ ト

ワー ク社 会 の 実 現 に は ま だ まだ ク リア しな けれ ば な らな いハ ー ドル が 多 く,

(12)3G【 第3世 代 携 帯 電 話 】<http://e-words.jp/w/3G.html>(lastvisitedNov.20,2006)

参 照 。

f13)〈http://www.ktab.go.jp/kenkyuukai/h17/hp _handover_top/hp_handover_contents/?-96doukou.

pdf>(lastvisitedNov.20,2006)参 照 。

114)<http://www.soumu.90.jp/menu _02/ict/u-japan/index2.html>(1astvisitedNov.20,

2006).
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実 現 は まだ 先 の こ との よ うで あ る。 ユ ビキ タ スの 言 う 「いつ で も ど こで も」

とい うネ ッ トワー ク環 境 を 実 現 す る に は,ま だ ま だ イ ン フ ラ整 備 が 不 十分

で あ り,都 市 部 を 中 心 と した 地 域 だ け の普 及 が進 む だ け で 「ど こで も」 の

意 味 が,限 定 され た 地 域 だ けの もの に な って い る。 よ って,都 市 部 の モ バ

イル ・ロー ヤ ー に は好 ま しい環 境 で あ る が,一 歩 都 市 部 を 出 れ ば そ れ は 以

前 と変 わ らぬ環 境 で あ り,そ の 落差 は 情 報 格 差(DigitalDivide)を 生 ん

で い る。 モ バ イル ・ロー ヤ ー は,都 市 部 の 弁 護 士 だ け の一 現 象 に 過 ぎな く

な って し ま う。 あ らた な 司法 過 疎 を生 み 出 さ な い た め に も,ユ ビキ タ ス社

会 が ユ ビキ タ ス(遍 在)に 実 現 す る こ と が望 ま れ る。

4.お わ り に

ここまでABAの 調査報告書を検討 しながら,モ バイル ・ローヤー像を

描いてみたのであるが,そ の実像が語るものは日本の近未来に参考になる

ものであり,さ まざまな問題点が浮かび上がってきている。本稿で指摘 し

た問題点の検討も今後の課題としたい。特に,こ のような調査がLI本 では

殆 ど行われていないのも問題であり,実 施することが問題解決のは じまり

であろう。世界で トップレベルのICT立 国を目指すに相応 しい有能なモ

バイル ・ローヤーを生み出すためにもこの分野の研究 ・教育が必要となっ

てくると思われる。

本稿は,愛 知大学研究助成共同研究B「 弁護士実務におけるIT利 活用

の向上」による研究助成による研究成果である。このような研究助成を与

えていただいた愛知大学に感謝 したい。
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